
�愛媛県告示第１０２４号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２２年９月７日

愛媛県西条保健所長 新 山 徹 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友化学株式会社

東京都中央区新川二丁目２７番１号

代表取締役社長 廣� 博

２ 事業場の名称及び所在地

住友化学株式会社愛媛工場菊本地区

新居浜市菊本町一丁目１０番１号

３ 特定施設に関する事項
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告 示

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １２．０～１３．０

最大 １２．０～１３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．１以下

最大 ０．１以下

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 ２３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１以下

最大 ０．１以下

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１以下

最大 ０．１以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２．２

最大 ４．３

備考 汚水等は、還元処理施設にて処理する。

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 還元処理施設

設 置 年 月 日 昭和４８年１１月１０日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理

処 理 施 設 の 型 式 還元及び中和処理

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦 １５．０メートル 横 ５．１メートル
高さ １．７メートル ×２基

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり７５０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 還元及び中和方式

処理施設の使用時間間隔 連続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 なし

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０～７．５

最大 ６．５～７．５

通常 ６．５～７．０

最大 ６．０～７．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６８６

最大 ８１９

通常 ３２０

最大 ４１２

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号）別表第１第２７号ヌ 廃ガス洗浄
施設

特 定 施 設 の 能 力 １分当たり１１０ノルマル立方メートル処
理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後１ヶ月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

毎週（火・金）曜日発行 第２１９９号 平成２２年９月７日

平成２２年９月７日火曜日 第２１９９号

愛 媛 県 報

６３５
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�愛媛県告示第１０２５号
四国中央市土居町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・池の下地区）

の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５

号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、

次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２２年９月７日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ５０

通常 ３０

最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 １０

通常 ２

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ７

通常 １

最大 ７

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２１６

最大 ３２４

通常 ２１６

最大 ３２４

備考 汚水等は、�３総合排水処理施設で処理する。

� �３総合排水処理施設

設 置 年 月 日 昭和４９年６月１日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理及び化学処理

処 理 施 設 の 型 式 沈降分離処理及び中和処理

処 理 施 設 の 構 造 土堰堤型式

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
沈降槽 縦 ９５．０メートル 横 ６０．０メ

ートル 高さ ２．０メートル
中和槽 縦 ４８．０メートル 横 ６０．０メ

ートル 高さ ２．２メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり５０，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 沈降処理及び中和処理方式

処理施設の使用時間間隔 連続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 なし

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０～８．０

最大 ７．０～８．５

通常 ７．０～８．０

最大 ７．０～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １３．８

最大 １９．５

通常 １３．８

最大 １９．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３５

最大 ５００

通常 ３５

最大 ４７

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 １０

通常 ２

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ７

通常 １

最大 ７

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３４，７７７

最大 ４０，７４８

通常 ３４，７７７

最大 ４０，７４８

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大

の値並びに汚水等の１日当たりの量

� �１排水口

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０～７．５

最大 ６．５～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１．３

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ２７

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２２，６０６

最大 ２７，５５７

� �３排水口

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０～８．０

最大 ７．０～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １３．８

最大 １９．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３５

最大 ４７

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ７

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３４，７７７

最大 ４０，７４８

備考 この他に、雨水排水口が１８箇所ある。

愛 媛 県 報平成２２年９月７日 第２１９９号

６３６



池の下地区）計画書の写し

� 四国中央市土居町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２２年９月８日から１０月７日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所土居支所

�愛媛県告示第１０２６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

吉田町土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２２年９月７日

愛媛県南予地方局長 高 魚 貞 利

��������������
�愛媛県告示第１０２７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０２８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２２年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積

所在地 地目 地積

松山市北土居三丁目３８２番１ 雑種地 ４８８．１９㎡

松山市北土居三丁目３８５番１ 雑種地 ３，３３８．１４㎡

松山市北土居三丁目３８５番７ 雑種地 ２２．６４㎡

松山市北土居三丁目３８５番８ 雑種地 １６．６７㎡

松山市北土居三丁目３８５番９ 雑種地 ２６．３０㎡

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当する者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）及び警察当局から排除要請がある者

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参

加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のな

い者の入札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成２２年９月７日（火）から１０月２６日（火）までの執務時

間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５

分までをいう。）

イ 提出場所

愛媛県総務部管理局総務管理課財産管理グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２５５

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 柳沢新谷停車場線
大洲市柳沢１５２２番５から

同市柳沢１５６２番３まで

旧 １３．２～２２．０ ０．０９４

新 １３．２～２１．７ ０．０９４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 柳沢新谷停車場線
大洲市柳沢１５５７番３から

同市柳沢１５６２番３まで
平成２２年９月７日

公 告

��������������

愛 媛 県 報平成２２年９月７日 第２１９９号
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ウ 提出方法

持参又は郵送等（書留郵便又は民間事業者による信書の送

達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定

する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信

書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち

書留郵便に準ずるものに限る。以下同じ。）により提出する

こと。電送による提出は、認めない。

エ 郵送等による提出の取扱い

郵送等による提出の場合は、平成２２年１０月２６日（火）午後

５時１５分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書及び入札参加申込書の交

付場所並びに問い合わせ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成２２年１０月８日（金）午前１０時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成２２年１１月１０日（水）午前１０時

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第一別館１１階会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代

理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をし

た小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付

しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者
に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無

効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規

定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗

営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項

に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用

に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り

払う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地

を第三者に貸してはならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力

団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある

団体等であることが指定されているものの事務所その他これ

に類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを

知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若し

くは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�������
�公 告

砂利採取業務主任者試験の実施について

砂利採取法（昭和４３年法律第７４号）第１５条第１項の規定に基づき、

平成２２年度砂利採取業務主任者試験を次のとおり実施する。

平成２２年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の場所

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁会議室（第一別館１１階会議室）

２ 試験の日時

平成２２年１１月１２日（金）１０時

３ 受験願書の提出期間

平成２２年１０月１２日（火）から同月２１日（木）まで。ただし、郵

送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の請求先及び提出先

県庁土木部管理局土木管理課又は住所地を管轄する地方局建設

部若しくは土木事務所

○愛媛県選挙管理委員会告示第５７号

不在者投票のできる施設の指定（平成２２年２月愛媛県選挙管理委員会告示第９号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２２年９月７日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

選挙管理委員会告示

愛 媛 県 報平成２２年９月７日 第２１９９号

６３８



１・２ 省略

３ 老人ホーム

名 称 種 類 所 在 地 指定年月日

省略

特別養護老人

ホームしいの

き園

省略

ケアハウスれ

んげ

軽費老人ホー

ム

西予市宇和町

久枝甲１４３４―１

平成２２年９月

７日

省略

４ 省略

１・２ 省略

３ 老人ホーム

名 称 種 類 所 在 地 指定年月日

省略

特別養護老人

ホームしいの

き園

省略

省略

４ 省略

改 正 後 改 正 前

平成２２年９月７日 発行

愛 媛 県 報平成２２年９月７日 第２１９９号

６３９


